
現行制度 現状 課題 今後の方向性（案）

　都市緑化の推進のため、歴史のある樹木（樹木の集団を含む。
以下同じ。）、美観上優れた樹木又は貴重な樹木で保存することが
重要な樹木を保存樹として指定することができる。（秋田市都市緑
化の推進に関する条例　第９条１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　保
存樹の制度は、標柱を設置し樹木を知らしめることが主な事業であ
る。

現在の指定実績
　１９６カ所、１９６７本（平成１８年１０月２０日現在）

近年は指定解除への要望が多い。

・所有者が変わったときに、保存樹の意義が、
新たな所有者に理解されない。

①約２０００本の保存樹があり、地域の緑と
美観を提供していることから、今後とも、保存
樹制度は継続して行く。

②ただし、目的、意義などについて、市民に
広くＰＲを進め、理解を深める。

○標識の設置
　・保存樹であることの標識が設置され、公表される。
（秋田市都市緑化の推進に関する条例　第１０条）

○保存樹の保護＜行為制限＞
　・保存樹の保存を影響を及ぼす行為の制限、中止命令
　（秋田市都市緑化の推進に関する条例　第１１条）

○保存樹等の管理＜応急措置への市の協力＞
　・人、住家に危害を及ぼすおそれがある樹木の管理について、必
要な範囲での協力が可能
（秋田市保存樹指定事務取扱要綱　第１１－２）

○保存樹管理事業
　・市所有の保存樹の管理、危険性のある民間所有の保存樹の修
復（１／２）

・人や住家に危害を及ぼすおそれのある場合、秋田市が
協力をしている。
＜枯れ枝の選定（Ｈ１８　３本）、支柱の手直しなど＞

・マツクイムシ防除などを行っている。

・樹木診断を定期的に実施している。（市が全額負担）
＜Ｈ１８　１０本＞

・日常的な維持管理については、所有者等の負担により
実施している。

①樹形を維持するための日常的な剪定費用が
高い

②落ち葉により、所有者、隣接住民等の屋根、
雨樋などが痛み、補修経費がかかる。

③強風等による枝落下の懸念から近接住民の
不安。

課題①～③については、個別性が高いこと
から、事案ごとにさらなる分析を行い対応を
検討する。

申請・指定
・市長が、審議会、土地の所有者、占有者の意見を聞き指定する
（秋田市都市緑化の推進に関する条例　第９条　２）

①所有者等による申請としている。

②所有者等から意見を聴く。

③審議会から意見を聴く。

④市長が指定する。

申請者の資格要件が明確でない。

・申請者の資格要件を明確にする。
　（所有者、占有者及び周辺住民）
※周辺住民：樹木による恩恵（身近な緑とし
ての恩恵など）を受けるとともに倒伏などに
より危険が及ぶ範囲に住む住民など

解　　除

・市長が、審議会、土地の所有者、占有者の意見を聞き指定解除
する
（秋田市都市緑化の推進に関する条例　第９条　３）

・保存樹等が次のいずれかの場合指定解除できる。
　（１）倒伏、滅失、枯死または著しく損傷したとき
　（２）人や住家に危害を及ぼすおそれの生じたとき
　（３）公益上やむを得ない事由が生じたとき
　（４）その他市長が特に必要と定めたとき

・所有者等が市長に届け出る。
　（秋田市保存樹指定事務取扱要綱　第６））

①解除申請は、所有者等としている。

②所有者、占有者からの意見書による意見徴収を行う。

③審議会からの意見徴収の流れは以下のとおりである。

　審議会諮問→審議会から専門部会開催議決→専門部
会から審議会に報告→審議会からの答申

④市長による指定解除が行われる。

①解除申請者は、（要綱）において所有者等と
なっているが、近隣住民等、危険を感じている
人からの指定解除の要望がある。

②指定解除要件において、滅失、倒伏の場合
（すでに樹木等が無くなっている場合）、審議会
から意見を聞くことの必要性。

①申請者を明確にする。
※周辺住民：樹木による恩恵（身近な緑とし
ての恩恵など）を受けるとともに倒伏などに
より危険が及ぶ範囲に住む住民など

②滅失、緊急的対応の求められる樹木の指
定解除に関する特例措置（申請に基づく、市
長の判断による指定解除）を設ける。
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